
専門職大学院等に
おける高度専門職
業人養成教育推進
プログラム

43¶128¶129 ` 1¶910¶171 ` ` 41¶217¶958

戦略的大学連携支
援事業

5¶374¶476 ` ` ` ` 5¶374¶476

大学院教育改革支
援プログラム

42¶819¶154 ` 1¶715¶280 2¶090¶000 ` 39¶013¶874

合 計 124¶868¶198 ` 9¶966¶370 2¶090¶000 ` 112¶811¶828

Î 役員及び教職員の給与の明細
（単位：千円、人）

区 分
報 酬 又 は 給 与 退 職 給 付

支 給 額 支給人員 支 給 額 支給人員

役 員 常 勤 (43¶376)
43¶376 3

`

` `

非 常 勤 1¶526 2 ` `

計 (43¶376)
44¶902 5

`

` `

教 職 員 常 勤 (1¶911¶589)
1¶912¶029 236

(282¶017)
282¶017 15

非 常 勤 203¶083 177 ` `

計 (1¶911¶589)
2¶115¶112 413

(282¶017)
282¶017 15

合 計 常 勤 (1¶954¶965)
1¶955¶405 239

(282¶017)
282¶017 15

非 常 勤 204¶609 179 ` `

計 (1¶954¶965)
2¶160¶014 418

(282¶017)
282¶017 15

注１．役員に対する報酬等の支給基準は、一般職の職員の給与に関する法律（昭和25年法律第95号）
及び人事院規則を参考に、本学役員報酬規則を定めている。

注２．教職員に対する給与の支給基準は、一般職の職員の給与に関する法律（昭和25年法律第95号）
及び人事院規則を参考に、本学教職員給与規則を定めている。

注３．退職手当の支給基準は、国家公務員退職手当法（昭和25年法律第182号）を参考に、本学教
職員退職手当規則を定めている。

注４．支給人員数は、報酬又は給与は年間平均支給人員数で、退職給付は年間支給人員数で算出し
ている。

注５．人件費の定義は、基本的に「ガイドライン」によっている。ここでいう常勤職員とは、ガイ
ドライン中の「常勤職員」「在外職員」、「任期付職員」及び「再任用職員」から受託研究費等に
より雇用する者を除いた職員のことであり非常勤職員とは、常勤職員、受託研究費等により雇
用する者及び「ガイドライン」における「派遣会社に支払う費用」以外の職員のことである。

注６．（ ）書きは「退職金相当額を運営費交付金で措置する必要のある役職員」（承継職員等）に

Ĵ 開示すべきセグメント情報
（単位：円）

区 分 大 学 附属学校 小 計 法人共通 合 計

業 務 費 用
業 務 費 2¶146¶294¶298 854¶359¶521 3¶000¶653¶819 578¶839¶446 3¶579¶493¶265

教 育 経 費 291¶647¶209 151¶385¶619 443¶032¶828 97¶562¶511 540¶595¶339

研 究 経 費 190¶518¶947 ` 190¶518¶947 ` 190¶518¶947

教育研究支援経費 142¶195¶628 ` 142¶195¶628 ` 142¶195¶628

受 託 研 究 費 5¶406¶090 ` 5¶406¶090 ` 5¶406¶090

受 託 事 業 費 3¶477¶666 1¶119¶016 4¶596¶682 6¶024¶327 10¶621¶009

人 件 費 1¶513¶048¶758 701¶854¶886 2¶214¶903¶644 475¶252¶608 2¶690¶156¶252

一 般 管 理 費 8¶419¶005 ` 8¶419¶005 132¶099¶089 140¶518¶094

財 務 費 用 ` ` ` 1¶185¶474 1¶185¶474

雑 損 ` ` ` 17¶000 17¶000

小 計 2¶154¶713¶303 854¶359¶521 3¶009¶072¶824 712¶141¶009 3¶721¶213¶833

業 務 収 益
運営費交付金収益 1¶458¶094¶581 664¶593¶667 2¶122¶688¶248 471¶429¶364 2¶594¶117¶612

学 生 納 付 金 収 益 821¶302¶997 10¶292¶531 831¶595¶528 ` 831¶595¶528

受 託 研 究 等 収 益 6¶078¶374 ` 6¶078¶374 ` 6¶078¶374

受 託 事 業 等 収 益 3¶621¶666 1¶119¶016 4¶740¶682 6¶024¶327 10¶765¶009

補 助 金 等 収 益 112¶811¶828 ` 112¶811¶828 ` 112¶811¶828

寄 附 金 収 益 12¶608¶800 10¶015¶493 22¶624¶293 797¶979 23¶422¶272

施 設 費 収 益 17¶188¶721 56¶186¶851 73¶375¶572 2¶803¶516 76¶179¶088

財 務 収 益 ` ` ` 2¶563¶919 2¶563¶919

雑 益 2¶314¶459 ` 2¶314¶459 39¶449¶411 41¶763¶870

資 産 見 返 戻 入 33¶270¶841 3¶363¶555 36¶634¶396 20¶242¶597 56¶876¶993

小 計 2¶467¶292¶267 745¶571¶113 3¶212¶863¶380 543¶311¶113 3¶756¶174¶493

業 務 損 益 312¶578¶964� 108¶788¶408 203¶790¶556� 168¶829¶896 34¶960¶660

土 地 6¶086¶164¶000 3¶039¶692¶000 9¶125¶856¶000 2¶490¶924¶000 11¶616¶780¶000

建 物 1¶893¶192¶249 693¶107¶900 2¶586¶300¶149 695¶398¶867 3¶281¶699¶016

構 築 物 160¶493¶801 95¶968¶342 256¶462¶143 54¶180¶127 310¶642¶270

そ の 他 1¶265¶385¶877 16¶254¶085 1¶281¶639¶962 1¶425¶468¶318 2¶707¶108¶280

帰 属 資 産 9¶405¶235¶927 3¶845¶022¶327 13¶250¶258¶254 4¶665¶971¶312 17¶916¶229¶566

注６．（ ）書きは「退職金相当額を運営費交付金で措置する必要のある役職員」（承継職員等）に
係る支給額を内数で記載している。

注７．法定福利費（247¶959¶655円）は除外して計算している。
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